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３．２．モビリティ・マネジメントの展開 

（１）発表内容 

 １）モビリティ・マネジメント－かしこいクルマの使い方－ 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

モビリティ・マネジメント －かしこいクルマの使い方－ 

 

筑波大学大学院システム情報工学研究科講師 

谷口 綾子 

 

それでは第 2 部「モビリティ・マネジメントの展開」を始めたいと思います。私、筑波大学大

学院システム情報工学研究科の谷口と申します。どうぞ宜しくおねがいします。まず、ラウンド

テーブルの進め方なんですけど、まずモビリティ・マネジメント概要を簡単に説明します。その

後に北海道開発局さんと、福山市さんに取り組みの予定ですとか、状況をお話いただくと、それ

から質問団体として神奈川県庁さんと、福山市さんにお話いただくと。その後で会場のほうから

質問をして頂くという事にしたいと思います。 

 

早速ですが、私の方からモビリティ・マネジメン

トの説明をしたいと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず背景、どうしてモビリティ・マネジメントを

しなければならないのかお話したいと思います。都

市交通計画には色んな問題があります。交通渋滞も

そうですし、中心市街地の活性化の問題ですとか、

違法駐車、違法駐輪の問題、防災、景観色々な問題

があります。その中でも EST の中では環境問題を扱

っているという事です。こういう問題に共通する事

というのが、理論的に言いますと短期的、利己的に

メッリトがある行動をとると、社会的メリットは低

下してしまうという状況です。例えば、交通渋滞の

問題を考えますと、短期的、利己的に考えると自動車を使った方が得なのです。いつでもどこで

も出発できますし、道さえあればどこにでも行ける、但し社会的、長期的に考えると、社会的に

は交通渋滞が起きてしまったり、長期的に見ると環境問題が起きてしまう、という構造が潜んで

います。ここに挙げた問題はすべてそういう状況にあります。こういう状況のことを社会的ジレ

（スライド１） 

（スライド２） 
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ンマと呼ばれています。ジレンマというのは日本語で言いますと、二律背反。二つの律があって、

背反してしまうと、両立しないという意味です。これを社会的ジレンマと言います。この社会的

ジレンマを解決するために世界中の学者が研究しています。その結果ですが、国際的社会的ジレ

ンマ学会というのもあるんですけど、一人一人が自分の行動を振り返って、一人一人が利他的に

行動するしかないと大体結論づけられているところです。 

 

公共政策に関する社会的ジレンマの解消方略には

2種類あります。例えば施設、システムを改善する、

法的規制をするもの、啓発キャンペーン、教育コミ

ュニケーションというのがあります。このうち最初

の 2つ、人が変わるのではなくて人の周りの環境を

変える、という意味で構造的方略と言ってます。社

会の構造を変えるということで構造的方略と言って

ます。この下 2つの方は、それ自体人自身を変わっ

てもらうという意味で心理的方略と言っています。

これは今変えると言いましたけど、洗脳するわけで

もなく人々が自発的に変わってもらう為の手助けをしましょうという事です。ジレンマの解決に

は構造的方略と、心理的方略どちらも必要です。欠けてもできないという事が研究所で明らかに

なっています。ですが、心理的方略の方は、そんなに適切に実施されていないという事なのでこ

ちらの方を重視したい。 

 

心理方略を重視したのが、モビリティ・マネジメ

ントだと定義できます。MM 自体は構造的方略を全部

排除するのではなくて、それに心理的な物を入れま

しょうというのが思想的なことです。定義なのです

が、一人一人の交通、移動でそれが社会的にも、個

人的にも望ましい方向に自発的に促がす、手助けす

るコミュニケーションを中心とした交通政策と定義

づけられています。ここでポイントなのが、社会的

にも個人的にも望ましい方向というところです。こ

れは先ほど言いました社会的ジレンマを解決する方

法と言う意味です。やみくもにしていいわけではありません。 

 

モビリティマネジメントを実施する場としまして

は、居住地域ですとか学校。居住地域というのは住

んでいるところに直接アプローチするとか。小学校

中学校大学などを対象にするもの。職場企業を対象

にするもの、或いは特定路線の利用促進のためのも

の、バスですとか電車の利用促進といったものが上

げられます。

（スライド３） 

（スライド４） 
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 去年の 12 月現在の国内事例で私が知っていると

ころだけを挙げたところ、このようなたくさんの事

例があります。 

 

 

 

 

 

 

 

MM 施策というのは、一番最初にパイロットテスト

的にされたのが 99 年、本格実施が 2000 年くらいか

ら始まったという比較的新しい概念です。国交省の

本省の方が直接関与されたのが 2004 年ですので一

昨年です。日本の特徴は、学会、研究者ベースで研

究から入っているんですけど多分行政的な実務の

方が増えてくるのではないかと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（スライド６） 

（スライド７） 

（スライド８） （スライド９） 
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 ２）北海道開発局札幌開発建設部におけるＴＦＰ事例 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

北海道開発局札幌開発建設部におけるＴＦＰ事例 

 

国土交通省北海道開発局札幌開発建設部道路調査課 

平井 篤夫 

 

国土交通省北海道開発局札幌開発建設部の平井

と申します。1999 年度から取り組んだ事例について

簡単に説明いたします。国土交通省北海道開発局で

は TDM 施策が始まった、1999 年ごろから具体的に実

験取り組みを行っておりまして、その概要について

説明します。 

 

 

 

 

2000年度のTFPの実践背景としましては交通渋滞

対策、CO2 の抑制、そこにはハード的施策、交差点

の改良と、もう一点 TDM と言われるソフト的施策が

あります。2000 年度では TFP トラベルフィードバッ

クプログラムという事でかしこい車の使い方プログ

ラム開発というのを、教育機関と地域住民と協力し

研究して参りました。2005 年度今年度も行ないまし

たが、事業所、行政機関を対象により、ウェブ版で

すが今実験中です。これについて説明したいと思い

ます。 

 

2000 年度に取り組んだ内容については、TFP の実

践の全体フローとしまして、1999 年度パイロットテ

ストという事で 46 世帯 86 人を対象に行いました。

引き続き 2000 年度 TFP の実践ということで 219 世

帯 599 人、この時は住民の TFP と小学校を取り入れ

た TFPとがございます。プログラムの効果検証、TDM、

交通・環境教育、その他ということで取り組みを行

なっております。 

（スライド１） 

（スライド２） 

（スライド３） 
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初年度の2000年度のTFPの実施手順でございます

が、このフローのように、まず右側にありますパン

フレット等により動機の形成を行なっています。ダ

イアリー1 でございますが自分の交通行動を客観的

に把握していただこうという事でパンフレット等を

使いながら診断する次のフローでございますが、診

断カルテのフィードバックというのを行なっており

ます。その中の具体的な内容としましては自分の交

通行動を評価しようと、続いて具体的な行動方法情

報、公共交通機関情報だとか、どういう機関がござ

いますと言った内容を情報提供しまして、具体的な行動目標をたてていただこうと。ダイアリー2

については行動目標を実行をしていただこうと、最終的診断カルテでフィードバックするかたち

で結果を比較評価、持続するための方法について検討して参りました。 

 

まず、動機付けパンフレットでございますが、TFP

の背景、目的、手順をわかりやすく伝える、まず動

機付けというのがございますが、基本的に簡単に文

字の大きさだとか、余白とか、マンガちっくに書い

たり、簡単な言葉で述べてあります。留意点としま

しては個人の価値観を否定するわけではございませ

んので、我々も道路の整備局なので当然防げないプ

ログラムでは無いと思っております。ハードとソフ

トを両立して行かなければならないという事で、ま

ず動機付けをすることが大切でしょうということで、

できることから始めるその内容について分かり易く被験者に敬意をはらった文言にするという風

に気をつけております。 

 

続きまして調査票でございますが、初年度の調査

票にございますのは、調査票の種類というのは、1）

世帯・自動車票 2）個人交通日記 3）自動車日記とい

うものの 3 点を作成いたしました。作成に当っては

調査票の特徴として A5 版の小さい、先ほどパンフレ

ット配りましたがそれぐらいの A6 版に小型化した

という事と、OD 図、自宅から最後はどこまで行った

かというと基点と終点の記入欄を設けた。それと、

記入項目を厳選による省力化。移動の全てのトリッ

プを表示するので時間的にはわずらわしく結構な労

力をかかります。出来るだけ排除しようという事で、太字の部分を書いたのですが、一番目のト

リップですが、8：20 分に地下鉄環状東駅を通学で通いましたと、到達時間は何分でしたと、こ

の黒い太字のゴシック調の部分を被験者の記入できるものを作成しました。 

（スライド４） 

（スライド５） 

（スライド６） 

99



 136

当然、この大変な部分が診断カルテの例という事

でございますが、診断カルテに労力をかかりまして、

この中ではそれぞれのトリップについて左下の方

にあなたの診断結果として、ダイアリー1 ではとて

も手間のかかる調査にありがとうございましたと

お礼から入りまして、あなたの行動パターンを実践

してみてくださいと説明も出来る限り詳しく書い

てあります。右側の方には、あなたの徒歩の時間、

自転車、バイクそれぞれ分けておりまして、一緒に

行なった地域の方との平均値を述べさせていただ

いております。述べさせることによって自分の行動を比較できるようにしております。 

 

自治会における TFP でございますが、江別市、札

幌駅から近郊なんですが JR 江別駅に近接しており

まして札幌への通勤が多い地区で 142 世帯 352 人、

回収率71％という自治会でTFPを行なっております。

もう一つは札幌の北側にございますあいの里、JR あ

いの里教育大前駅から徒歩 10 分程度で札幌都心部

への通勤者が多い地区で、約半径 15 キロくらいで

電車で 15 分くらいのところなのですが 40 世帯 120

人行ないまして、回収率は 81.6％でございました。 

 

いろいろ考えていくうちにある程度総合学習的に

取り組めないかと言う事で、小学校における TFP を

実証して北海道教育大付属小学校 5 年 1 組児童とそ

の保護者を対象に行ないました、丁度小学校 5 年生

で環境教育と言うのがございましてリサイクルの勉

強する時間がございます、それにあてはめて対象に

して行いました。小学校はあいの里地区に位置して

ございますが、国立の教育大の小学校でございます

ので通学は札幌市全域から通って来ております、特

に公共交通機関で通学している人を対象にしています。調査は 39 世帯 137 人、回収率につきまし

ては 82.5％になっております。フローにつきましては、まず第 1回保護者の説明会を行ないまし

た。まずダイアリー1「あなたの行動はどうでしょうか？」作っていただきます。2回目の授業の

中で環境教育というのを取り組みまして、あなたはどこを減らせますかということでダイアリー2

で目標を定め、3回目の授業で減少率というのを定めております。 

（スライド７） 

（スライド８） 

（スライド９） 
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具体的に自動車トリップ削減効果ですが、自家用

車のトリップが－5％、CO2 排出量換算では－16.3％

で、江別の方では減少率が 33.4 から 29.9％と－

10.5％。あいの里につきましては－19％。付属小学

校では－11.7％。特に目的別では、私用目的の減少

率が高いという事になっております。 

 

 

 

 

交通・環境教育としての定量的効果ということで、

相談者別に行きますとCO2の世帯の排出量でござい

ますが、父親と言うのは仕事等でなかなか変えられ

る要素がなくて減少率は－2.7％、母親は－18.4％、

両親合わせて－18.1％。家族全員になりますと－

37％、相談者がいないケースの－12.5％と言った状

況でございます。 

 

 

 

その他の可能性といたしまして、交通基礎調査で

ございますが、今回の下がった見込みでございます

が送迎交通のミクロ分析が表にもありますが、目的

別トリップ減少比率が通勤通学では 10.7％、下にあ

りますが 6番目の送迎というのが－24.6％、さらに

時間別で見ますと右側のグラフですが特に朝方の

ダイアリー値、要は今やっておりますダイアリー2

で効果を検証すると、かなり朝方の送迎というトリ

ップが落ちているのがわかります。 

 

 

現在、2005 年度実施中でございますが、事業所

TFP 実証中で民間企業、公共団体を対象に行なって

おります。内容としましては WEB システムを活用し

た TFP の実証ということで、札幌建設開発局から 50

名、江別市役所の人を対象に 250 名、色んな事業所

がございますが 5 社の協力を得ながら TFP の実証、

実験を行なっております。 

（スライド１１） 

（スライド１２） 

（スライド１３） 

（スライド１０） 
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内容でございますが、前回 TFP の実践を行なった

時に大変だったのが行動パターンを変えた時の診断

カルテを作ったのですが手作業でかなりの要力だっ

たと、排出量の効果を見せるために、CO2 を視覚化

したと、具体的には OD 表用の個人交通行動を視覚化

して自動的にプログラムで OD 化した。続いて、CO2

の排出量を視覚化。具体的には樹木の吸収量を換算

をすると、あなたは 10 本以上換算できましたとか、

ガソリン換算にするとあなたはガソリンをこれくら

い換算しましたとか、3 番目ですが、徒歩に変わっ

たのでカロリー的には換算するとこのくらいの健康的体になっていると、診断コメントにつきま

しても具体的な例を出しまして簡略化して WEB で載せていました。 

 

続きまして、WEB を使った賢い車の使い方プログ

ラムでございますが、このような交通日記をつけて

いただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

それと並行しながら、安全、経済、健康、環境の

視点から、車の利用の仕方を考え直す機会という事

で、情報提供ツールということで、クルマをかしこ

く使いましょうということでこういうパンフレッ

トも同時に配布しております。 

 

 

 

 

 

雑駁な集計でございますが、うちの会計は約 7％

減少、6番目の事業所 Dですが－2％。サンプル数は

金曜日から日曜日の3日間の行動を取ったんですが、

休みの日も出て、年度末でトリップが延びてしまっ

たという事で－2％になりました。 

 

（スライド１４） 

（スライド１５） 

（スライド１６） 
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 北海道における MM の課題を出しましたが、1）TDM

施策に関する総合的な検証という事で、現在まで実

施された TDM の効果について明確にしたい。2）MM

に関する認知・理解の促進という事で、MM は、まだ

まだ認知が低い。戦略的な広報・PR が必要である。

3）MM を実施するための社会的環境の整備、環境、

健康と交通に関する基礎知識の普及。学校教育など

との連携が重要である。4）MM の効果、TDM や公共交

通との組み合わせなどの研究をどんどんしていかな

ければならない。当然、発展途上ですし、新しい事

例の試行と検証を繰り返す必要があると。5）自動車利用への習慣性の強い交通モードへの対応、

特に通勤でございますが、習慣性の強い交通モードに対する適応手法の開発は重要でないかと。6）

MM を実施するための体制、MM を実施するための体制整備は重要ではなかということです。 

 

（スライド１８） 
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 ３）「モビリティ・マネジメントの展開」 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

「モビリティ・マネジメントの展開」 

 

福山市建設局都市部都市交通課次長 

桒田 卓弥 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福山市で取組んでいるノーマイカーデーにおけ

るＭＭについて説明します。ノーマイカーデーが福

山都市圏では最も有効な施策だということが、過去

２回の実施によって立証されましたので、これを主

体施策として進めて行こうということになったわ

けです。フォローアップ調査で３割程度の人しか継

続してないとわかりました。効果があっても継続す

る人がいなければ最終的に目標を達成することが

できないため、簡単で、継続できるシステムを作ろ

うという中で、カード会員というものが浮き上がってきました。「メリットを提供しよう。参加者

メリットのあるシステムを構築しよう。」ということでカード会員制度の導入について検討しまし

た。また、わずかな人数でも効果が出るということで、実績による削減目標を一日８００人に設

定すると、月２５日間×８００人で２万人の方の参加が必要という結果になったため、目標２万

人の会員確保ということで進めております。 

 

今回考えましたのは、カードの仕組みを新たに作

るには時間がかかり過ぎるため、既存のカード会員

システムと提携することです。運よくメディアコミ

ュニティの「エフエムふくやま」というＦＭラジオ

局と、お互いの思惑が一致しました。メディアの方

ではリスナーが増える、委員会の方では参加者が増

える。なおかつ会員の方は特典が増える。例えば、

（スライド１） （スライド２） 

（スライド３） 

（スライド４） 
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カードに連携している商店の割引ですとかサービスそういったものを毎月受けられる。そういっ

たシステムを利用させていただこうということで、そのＦＭと提携をしました。 

 

それだけでは物足りない、ノーマイカーデーに参

加した方には特典をつけようということで、毎月宿

泊券とかそういったものを抽選でプレゼントする

ボーナスを考えました。原資は地元の企業の方にノ

ーマイカーデーへの協賛ということで協賛金を募

って、私どもの交通円滑化の推進委員会と協賛企業、

ＦＭ局、この３者の連携で、まずシステムを構築し

ました。これがＦＭと会員さんの今までのカードな

のですが、それに特典を付与した新しいカードを作

りました。協賛企業に協賛金を提供頂いて、協賛金をさらに会員に還元していこうというもので

ございます。「月に１回、好きな日に、自由な方法で」気楽にノーマイカーデーに参加していただ

こうということにしました。会員の条件として「メールアドレスを持っておられる方に限ります。」

と言うのは、委員会と会員の間では、携帯電話を利用してメールをやり取りします。委員会から

は情報を流しますし、会員さんの方からは参加報告を頂く。参加報告に基づいて簡易的に効果を

算出し、さらに会員さんにそれを送り返す。といったメールのやり取りをするためです。 

 

今後は、こういったやり取りを進めるわけなので

すが、将来的にはこれを行政が進めるのではなく、

できればＮＰＯ等の市民団体に移譲していきたい。

住民主導のシステムとして移行して行きたいと考

えております。また、定着化に向けた会員拡大には、

戦略的な広報が必要だと思っております。年間を通

じた広報と、途中途中でイベント等を通じたスポッ

ト的な広報。そういったターゲットを絞った広報が

必要だろうと考えております。 

 

また、今はシステムができただけですので、その

システムに参加していただく人たちの意識改革を

構築して行くことが必要です。やはり、行動変容手

法としてのＴＦＰというものが重要であると認識

しております。 

 

 

 

（スライド５） 

（スライド６） 

（スライド７） 
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まず、試行的に小学校の協力を得て、総合学習の

時間にＴＦＰについてやってみました。内容的には

北海道の事例と同じようなので、省略させていただ

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終的には、情報を会員の皆様に流すには、携帯

電話では情報量が少なすぎるため、色んな情報を会

員の皆様に提供することによって会員の皆様が情

報をチョイスできるような仕組み、情報提供システ

ム構築への取り組みを、今年度より、国交省さんの

協力を頂いて、早い段階で導入出来るようにしたい

と思っております。 

 
 
 

（スライド８） 

（スライド９） 

（スライド１０） 
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（２）質疑内容 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 
 

 

福山市  ノーマイカーデーを継続的に推進するための仕組みづくりを今年の１月に

スタートさせ、２ヶ月で２千名くらいに参加していただいた。今後、企業とも

連携していこうと思ってはいるが、なかなか企業が入って来られない状況であ

る。他の地域で、企業との協力関係を築いている良い例があればご教授いただ

きたい。 

 

北海道開発局  我々もその部分で一番苦労している。ホンダなどは、敵はトヨタではなく「環

境とＩＴである」と言っているように、環境に関するポテンシャルはかなり上

がってきていると思う。企業のイメージ向上として「環境」を前面に出すこと

には同意してもらえるが、いざ実行するとなると事業者全員への周知が難しい。 

  我々の場合、業務である程度のお付き合いのある事業所と手を組んでやって

いるのが現状である。 

 

谷口講師  私もいま中部地整の通勤マネジメントの委員会に携わっているが、企業の方

にコンタクトしても、お金の面や時間の面などの言い訳を言われ、なかなか協

力していただけない。 

  解決方法のひとつとして考えているのは、まず簡単なＴＦＰを「アンケート」

としてやっていただくように要請し、その結果をもって企業のトップや担当者

へボトムアップ的にもっていくのがよいのではないかと思う。実証はしていな

いが。 

  その一方で、国がトップダウンで「このようなことをやるとＣＳＲにもなる

し、ＩＳＯ１４００１にも掲載できる」と言ってもらうとよい。この両方のア

プローチがあると企業の担当者の意識改革になるのではないか。 

 

神奈川県  全般的な質問をさせていただく。我々は交通政策を扱っているが、従来行政

がつくる交通政策は、道路網や鉄道などのハード部分が中心であった。近年「Ｔ

ＤＭ」という言葉が流行りだし、既存施設を有効活用する様々な取り組みをう

まく組み合わせて考えていかなければならない、という意識にはなってきてい

る。 

  その中で、ＭＭは行政的にはどこに位置づければよいかを教えていただきた

い。もう１点は、マイカーから公共交通への転換について、「交通の質」とは

どのような質なのか。物の移動でないことはわかるが、ターゲットとなるのは

一般企業の通勤に使われるマイカーなのか、子供に教育をして１０年後の子供

のマイカーの購入を避けるのか、雑ぱくでよいのでお教えいただきたい。 

  最後は、ターゲットが企業の通勤だとわかったとして、単に環境に優しいと

いうだけで個人の行動を変えられるかは疑問である。やはり「安い」「速い」
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「お徳」といった何か優るものがないと、ターゲットである個人は転換してい

かないのではないか。例えば、車所有者が休日の移動を含めて車を持たなくて

も満足できるような、公共交通とレンタカー・タクシーなどの「かしこい使い

方」というのはあるのかどうか、お尋ねしたい 

 

北海道開発局  「どのような位置づけか」という点については、ハード系のソフト事業は年

数がかかったり完成までに時間がかかるので、このような総合的ソフト的なＰ

Ｒに重点を置いて実践しているというのが実情である。もちろん、これだけで

有効とは思っていない。他の取り組みもやりながら、ＰＤＣＡサイクルでシス

テム的に改善、補正しながら効果を検証していくとの位置づけである。 

  ２点目のターゲットについては、通勤の自動車を完全にやめてもらうのでは

なく、「少し気を遣えばこれだけ環境にも優しい」と考える人も中にはいるの

で、学校教育から始めていけばある程度は広がるのではないかと考えている。

我々がお願いに行ってもなかなか協力してもらえないが、子供から親へ話をし

てもらえば結構効果があるのではないか。将来的にどう結果が出るかわからな

いが、子供の教育の部分から変えて行きたいと考えている。 

 

福山市  私どもでは特に「位置づけ」にはこだわっていない。とにかく渋滞緩和がで

きればとの思いで取り組んでおり、たまたまこのようなシステムであったとい

うことである。 

  ターゲットは、基本的にはマイカー通勤者をターゲットにしているが、最初

はムードづくりが大切と考え、全ての人を対象にやっている。 

 

谷口講師  行政的な位置づけについては、ハードの整備に加えて必要となるＰＲの一環

と位置づけてはどうかと考えている。そのＰＲを、一過性のものではなくコミ

ュニケーションをしながら継続的に行なっていくのが、行政的な面からみたＭ

Ｍの位置づけと考えている。 

  ターゲットは、一応ＭＭでは全ての交通をターゲットと考えている。また、

環境だけでよいかについて、私は難しいと考えている。環境だけでよいのであ

れば、クルマからＣＯ２を出なくしてしまえばよい。中心市街地の活性化や、

まちに愛着を持ってもらうという視点が重要で、コミュニティ・ディベロップ

メントにもつながっていくと思う。 

 

北海道地球  ＭＭの効果や評価結果の表し方というのはどのようにされているか。 

温暖化防止 

推進センター 

 

谷口講師  定量的効果としては、渋滞長の変化、トリップ量の変化、機関分担率の変化

のほか、心理学的指標を用いて、今すぐには変われなくても５年後、１０年後

にどれだけ変わるかを分析している。「ＭＭの手引き」という本に詳しく書か
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れている。 

 

北海道開発局  絶対クルマをやめないという人を無理に変えるのではなく、少しでも意識の

ある人に少しでも変えていただこうというのが当初の趣旨であった。それが

徐々に広がって相乗効果が出てくるという地道な活動であるため、どれだけ交

通が減ったかというのをポイントで測るのは難しいと思う。 

 

谷口講師  集計的な効果は、オーストラリアのパースというまちで算出されている。 

 

愛知県地球  「手段を変える意識のある人」が変えればよいとのお話があったが、交通の

報告温暖化防止 をフィードバックするのは「環境家計簿」よりもかなり難し

く、答えていただける 

推進センター 人がかなり少なくなるのではないか。したがってアンケート方式では限界があ

ると思うが、これを広げていくにはどうしたらよいか、お考えをお聞きしたい。 

 

谷口講師  確かにこれをもって行動するのは大変で、７日間の実験をやったが、だんだ

ん脱落する人が出てくる。我々はＭＭの効果を「ＭＭを実践し達成した人の効

果×参加率」と考えているので、参加率を上げる方策をいろいろ考えている。 

  今、ダイヤリーは簡単に記述してもらい、実際に自分が公共交通を使って移

動するとしたらどうするかをシミュレーションしてもらう「行動プラン法」と

いう方法を考えている。「アドバイス法」との比較実験もしているが、「行動プ

ラン法」の方が効果があった。 

 

愛知県地球  「行動プラン」について、具体的にもう少し詳しく教えてほしい。 

温暖化防止 

推進センター 

 

谷口講師  つくり方などは「ＭＭの手引き」に詳しく書かれている。まず、クルマを使

った行動を考えてもらい、次に、その行動を変えられるかについて考えてもら

う。クルマを使うのをやめてもよいし目的地を変えてもよい。それを紙に書い

てもらったものを「行動プラン」と呼んでいる。 

 

三郷市  北海道開発局さんの資料で、２００５年度に民間企業を対象に事業所ＴＦＰ

を実施されているとのことだが、まずトラック物流事業者に調査を行っている

か知りたい。三郷市は大型車混入率が４５％と高く、ほとんどが通過交通であ

る。 

  ２点目は、大型車の物流に関するＭＭはターゲットが特定しずらいが、何か

有効な施策があるかおたずねしたい。 

 

北海道開発局  物流事業者は今のところ入っていない。資料の中でマイナスとなったのは商
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業系の営業交通である。札幌市の場合、札幌駅前からすすきのまで３８万台の

交通があり、そのうちの１０万台は都心に関係のない交通であるが、まだ物流

事業者まで取り込んだ施策までは考えておらず、動機付けをどうするかなど、

我々も悩んでいるところである。 

 

谷口講師  大型車のＭＭで良い事例として、イタリアのローマやイギリスでは「トラベ

ルプラン」という計画書の提出を義務付けている例があげられる。その中では

「通勤」「業務」「来訪者」などの交通に関するマネジメント計画を提出するよ

うに求められている。そのような方法を参考に考えていただければよいのでは

ないか。 
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